
 

〇精神科病院における障害者虐待への対応について 

 

１ 概要 

令和４年第 210 回国会において、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するた

めの法律等の一部を改正する法律（令和４年法律第 104 号）が成立し、精神保健及び精神

障害者福祉に関する法律（以下「法」という。）も一部改正（令和６年４月１日施行）され

た。 

改正法では、精神科病院内で業務従事者による障害者虐待を発見した場合は、誰もが都

道府県に通報しなければならないとされ、都道府県は必要と判断した場合、病院の管理者

に対して、報告や診療録等の提出を命じ、立入検査を行うことができるとされた。（別添参

考資料参照） 

２ 根拠法令 

  改正法 第 40 条の３ 第 1項 

 

 

 

 

  改正法 第 40 条の５ 第 1項 

 

 

 

 

   

改正法 第 40 条の６ 第 1 項 

 

 

 

 

 

 

 

３ 通報の対象となる虐待行為（改正法第４０条の３） 

  業務従事者が精神科病院において医療を受ける精神障害者について行う以下の行為 

身体的虐待、性的虐待、心理的虐待、ネグレクト、経済的虐待 

 

 

 

 

「精神科病院において業務従事者による障害者虐待（業務従事者が、当該精神科病院

において医療を受ける精神障害者について行う次の各号のいずれかに該当する行為

をいう。以下同じ。）を受けたと思われる精神障害者を発見した者は、速やかに、こ

れを都道府県に通報しなければならない。」 

「厚生労働大臣又は都道府県知事は、必要があると認めるときは、第四十条の二第一

項の措置又は第四十条の三第一項の規定による通報若しくは同条第二項の規定によ

る届出に関し、精神科病院の管理者に対し、報告を求め、若しくは診療録その他の

帳簿書類の提出若しくは提示を命じ、当該職員若しくはその指定する指定医に、精

神科病院に立ち入り、診療録その他の帳簿書類を検査させ（中略）ることができる。」 

「厚生労働大臣又は都道府県知事は、第四十条の二第一項の必要な措置が講じられて

いないと認めるとき、又は第四十条の三第一項の規定による通報若しくは同条第二

項の規定による届出に係る精神科病院において業務従事者による障害者虐待が行わ

れたと認めるときは、当該精神科病院の管理者に対し、措置を講ずべき事項及び期

限を示して、改善計画の提出を求め、若しくは提出された改善計画の変更を命じ、

又は必要な措置を採ることを命ずることができる。」 

１ 

 

４ 事業内容 

（１）通報受付・調査事務 

   精神保健福祉センターを虐待対応機関として位置づけ、迅速な立入検査及び被虐待者

の安全確保等を行える体制を整える。また、必要に応じて、精神保健指定医を派遣し被

虐待者の診察を行う。 

   ・通報調査事務 

   ・精神保健指定医派遣 

（２）ケース会議等開催 

   精神保健福祉センターにおいて、通報事案の緊急性を判断する担当部局会議(担当部局

の管理職及び職員複数名で構成)、虐待事実の確認及び方針を協議する虐待対応ケース会

議（外部専門家が参加）を行う。 

（３）改善指導事務 

   障害者虐待が認められた場合に、当該精神科病院に対する指導等を行う。 

   また、医療機関の求めに応じて外部有識者を派遣し、必要な助言や研修等を実施する。 

（４）普及啓発事務 

   精神科医療機関を対象に、障害者虐待防止に関する研修を実施する。 

   ・虐待防止研修開催（医療スタッフ及びその他職員を対象） 

 

【事業体系図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

虐待対応機関（精神保健福祉センター） 

担当部局会議（管理職） 

②対応方針の協議（緊急性の判断） 

虐待対応ケース会議（専門家） 

④虐待事実の確認及び方針の協議 

当該精神障害者入院医療機関 

 

①通報 
 受付 

・業務従事者による障害者虐待を受けたと思われる障害者を発見した者 

・業務従事者による虐待を受けた障害者 

③通報調査 
＊県職員２名 
必要時指定医同行 

⑤改善指導 
＊県職員２名 
 必要時有識者同行 

 
 

保健所 

※緊密な

連携 

＊個別事案への対応は行わない
が、入院患者の処遇等、虐待防
止に関係する法遵守に関し指導
を行う。 

情 報 提 供 

こころの健康推進室 
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